
補助事業番号：19－54 

補助事業名 ：平成 19 年度 経済産業情報の普及・広報等補助事業 

補助事業者名：財団法人 経済産業調査会 

 

１．補助事業の概要 

（１）事業の目的 

内外の経済環境に的確に対処するため、機械工業の振興等に資する経済及び産業情報を

提供するとともに、資料の収集・整備及び講演会等を開催し、もって機械工業の振興に寄

与する。 

 

（２）実施内容【ＵＲＬ:http://www.chosakai.or.jp/seminar/seminar-annai.htm】 

本事業については、経済産業施策全般に関する情報を提供、時宜に適した経済産業施策

をテーマとして機械工業界をはじめ民間企業・団体等に経済産業施策を中心に、説明会・

講演会・研修会を各地において開催し、経済産業政策等に関する理解を深めることができ

た。 

 

２．予想される事業実施効果 

  本事業を通じて、経済産業政策及び経済問題に関する理解・浸透・啓発を図り、機械工

業を中心とする民間企業及び業界団体等において、中・長期的事業経営計画及び短期的な

生産・販売計画等に関する判断材料となることが予想される。 

 

３．本事業により作成した印刷物等 

（１） 説明会・研修会等 

1.今なぜ技術的範囲か（大阪、東京）               ２６０部 

   2.最近の経済動向（東京）                     ７０部 

   3.２００７年版 中小企業白書（東京、大阪、広島、仙台、高松、 

札幌、名古屋、福岡、沖縄）   １１９０部 

   4.最近の経済動向（東京）                        ６３部 

5.戦略的ライセンス契約の考え方（東京）             １７０部 

6.経済産業省｢知財スキル標準｣の全て（東京）           １５０部 

7.最近の経済動向（東京）                     ７５部 

8.２００７年版 通商白書（東京、福岡、高松、大阪、那覇、広島、 

名古屋、札幌、仙台）          ５６０部 

9.２００７年版 不公正貿易報告書（福岡、高松、大阪、那覇、広島、 

名古屋、札幌、仙台）     ５００部 

10.最近の経済動向（東京）                       ７５部 
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11.明細書の記載要件と補正（東京）                 １６０部 

12.審判決例から学ぶ立体商標の留意点（大阪）            ８０部 

13.日韓特許審査ハイウェイ（大阪）（東京）             ２６０部 

14.最近の経済動向（東京）                               ７５部 

15.平成１９年度 経済財政白書（東京）               ７５部 

16.企業の組織再編の支援と組織再編に伴うライセンス契約の保護 

について（東京）                      １４０部 

17.最近の経済動向（東京）                       ７５部 

18.審決取消訴訟研究（大阪）                     ４０部 

19.進歩性判断手法における諸問題（大阪）               ５０部 

20.知的財産権と企業法務との接点（Ⅰ）知的財産に関する各種企業 

間契約のポイント（大阪）                                 ６０部 

21.最近の経済動向（東京）                      ７５部 

22.知的財産権における損害賠償（東京）（大阪）            ２１０部 

23.欧州特許庁の審査実務（大阪）（東京）               １２０部 

24.戦略的ライセンス契約の考え方（東京）              １７０部 

25.最近の経済動向（東京）                          ７５部 

26.明細書の記載要件と補正（東京）                 １１０部 

27.次世代産業をリードする国産航空機産業の明日（東京）          ４５０部 

28.実施可能要件と記載要件（大阪）                               ５０部 

29.知的財産権の利用と独占禁止法（大阪）              ４０部 

30.最近の経済動向（東京）                          ７５部 

31.２００７年版・日本語で書く米国（&中国）流クレームドラフティング 

（大阪）（東京）                       ２５０部 

32.実例で学ぶ知財ビジネス書面の注意点（大阪）                  ４０部 

33.最近の経済動向（東京）                             ７５部 

34.企業は株主のものか？（東京）                                  １８０部 

35.中国における知的財産権を巡る実態と日本企業の対策パートⅡ 

（東京）                            １６０部 

36.共同技術開発の実務（東京）                                    １６０部 

37.最近の経済動向（東京）                            ７５部 

38.最近の経済動向と今後の展望（東京）                ７５部 

39.特許侵害訴訟と明細書・クレームの問題点について（東京）      １４０部 

40.商標制度の概要と商標権・使用権について（東京）                １５０部 

41.最近の経済動向と今後の見通し並びに平成２０年度税制改正 

について（仙台）                       １００部 
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（２）知的財産権関連資料  

1.知的財産関連資料２００７－１～１２               ４４４０部 

2.国内優先権制度の研究                       ３００部 

3.韓国特許実務の研究                        ３００部 

4.合衆国特許機能的クレームの研究                  ３００部 

 

（３）研究報告書 

１.判例による米国特許法の研究報告書                 ３００部 

 

（４）講演録 

    1.会社は株主だけのものか？                  １９００部 

 

４．事業内容についての問い合わせ先 

団 体 名：財団法人 経済産業調査会（ケイザイサンギョウチョウサカイ） 

住  所：104-0061  東京都中央区銀座２－８－９ 木挽館銀座ビル 

代 表 者：理事長   野々内 隆（ノノウチ タカシ） 

担当部署：事業部（ジギョウブ） 

担当者名：泉 博子（イズミ ヒロコ） 

電話番号：03-3535-4881 

Ｆ ａ ｘ：03-3535-4887 

Ｅ- mail：seminar@chosakai.or.jp 

Ｕ Ｒ Ｌ：http://www.chosakai.or.jp/ 
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